
様式第１号                                  

令和××年××月××日  

  （宛先）前橋市長                            

申請者 住  所 前橋市大手町２丁目１２－１ 

申請者名 前橋 太郎        

 

 

交  付  申  請  書 

 

  令和５年度前橋市がんばる高齢農家営農継続支援事業補助金の交付を受けたいの

で、下記のとおり申請します。                          

 

記 

 

１ 補助事業の目的及び内容                         

今後も可能な限り営農を継続することを目的とし、当該事業の補助金を受け、販売作物

の栽培作業等に必要となる農業用機械等を購入します。 

 

２ 補助金交付申請額   ×××××円 

※補助対象事業費計の1/2または上限8万円のいずれか低い額 

 

３ 事業の実施予定期間  令和×年××月××日から  

             令和×年××月××日まで  

※発注（契約）から納品と支払を終えるまでの予定期間 

４  添付書類                                 

(1) 事業計画書                              

(2) 収支予算書                              

 (3) 見積書の写し（有効期限内のもの）   

 (4) 仕様書（カタログ等） 

 (5) 令和５年度市民税・県民税（所得・課税）証明書（発行から３か月以内のもの） 

 (6) 令和４年分確定申告書の写し（農業所得用収支内訳書の写しも添付） 

(7) 消費税の課税区分についての届出書 

 

・責任者 前橋 太郎       （電話番号）０９０－１２３４－５６７８ 

・担当者             （電話番号）   －   －     

※必要に応じ、市から上記連絡先に確認させていただきます。 

記載例 



様式第２号 

事 業 計 画（ 実 績 ）書 

                                                                            

１ 補助申請者の概要                             

  (1) 生年月日   昭和２０年１月１日 （補助申請時点の年齢７７歳） 

  (2) 主な農作物  ネギ、キャベツ 

  (3) 耕地面積又は耕地地番   ○○町１０００－１ 

(4) 直近の農業収入 １，０００，０００円  総所得 ３００，０００円 

 

 

２ 補助事業内容等                                                          

  (1) 購入機械等の名称 

 管理機 

 

(2) 購入（予定）時期及び場所                       

    時 期        令和×年××月 

   場 所（店舗名等）  〇〇センター、○○○前橋営業所 

                                                                   

３ 購入機種の選定理由及び作業内容                     

  従来使用していた物より軽量で使いやすいため 

 

 

 

 

 ＊ 事業内容の変更等による場合は上段に（ ）で当初内容を、下段に変更内容を記載する 

 

 



様式第３号 

 

令和５年度前橋市がんばる高齢農家営農継続支援事業補助金収支予算（決算）書 

                                                                            

１ 事業（実績）概要                    （単位：円） 

事業内容 事業費 補助対象事業費 備考 

○○○(メーカー) 

管理機 ABCDE123 

150,000 150,000  

    

    

計 150,000 150,000  

 

 

２ 補助金額（補助対象事業費計の1/2または上限8万円のいずれか低い額） 

 

   ７５，０００円  

 

３ 収支予算（決算）額                 （単位：円） 

収入 支出 

科目（摘要） 予算（決算）額 科目（摘要） 予算（決算）額 

事業補助金 

 

自己資金 

75,000 

 

75,000 

農業用機械購入費 150,000 

計 150,000 計 150,000 

   ＊ 変更等に係る場合は上段に（ ）で当初内容を、下段に変更内容を記載する。    

 

 

 

 



様式第７号 

令和××年××月××日  

  （宛先）前橋市長                            

 

申請者 住  所 前橋市大手町二丁目１２－１ 

申請者名 前 橋 太 郎 

 

実 績 報 告 書 

 

 令和××年××月××日付け前橋市指令（農）第××号により補助金の（変更）

交付決定のあった令和５年度前橋市がんばる高齢農家営農継続支援事業補助金の

事業実績について、下記のとおり報告します。                

        

記 

 

１ 補助金額                                

 (1) （変更）交付決定額  ×××××円 ※交付決定通知書等に記載の金額 

  (2) 既交付済額          ０円                 

 

２ 補助事業の内容                             

 (1) 事業の実施内容                            

○○○（メーカー）管理機ABCDE123の購入 

 

  (2) 事業の実施期間                            

  令和××年××月××日から令和××年××月××日まで         

※発注（契約）から納品と支払を終えるまでの実際の期間 

 

３ 添付書類                                

 (1) 事業実績書                              

  (2) 収支決算書                              

 (3) 納品書の写し   

 (4) 事業実施写真  

 (5) 領収書の写し等                            

 (6) その他参考となる書類    

・責任者 前橋 太郎       （電話番号）０９０－１２３４－５６７８ 

・担当者             （電話番号）   －   －     

※必要に応じ、市から上記連絡先に確認させていただきます。 



様式第９号                                 

                                                   令和××年××月××日  

 

 （宛先）前橋市長 

申請者 住  所 前橋市大手町二丁目１２－１ 

申請者名 前 橋 太 郎 

 

補 助 金 精 算 書 兼 交 付 請 求 書 

 

令和５年度前橋市がんばる高齢農家営農継続支援事業補助金について、下記のとおり

請求します。 

記 

１ 交付請求額          ×××××円 ※３と同じ金額 

  

２ （変更）交付決定額       ×××××円 ※交付決定通知書等に記載の金額 

 

３ 交付確定額               ×××××円 ※補助金額確定通知書に記載の金額 

 

４ 既交付済額                    ０円  

 

５ 未交付額（３－４）     ×××××円 ※３と同じ金額 

 

６ 振込先金融機関名等 
 

  口 
 座 
 名 

  カナ  マエバシ タロウ 
 
  漢字  前橋 太郎 

 

 口 
 座 
 番 
 号 

〇〇銀行    ○○  本 支店 

                           １ 普通№ １２３４５６７ 
２ 当座№        

 
 
 

・発行責任者 前橋 太郎     （電話番号）０９０－１２３４－５６７８ 

・担当者             （電話番号）   －   －     

※必要に応じ、市から上記連絡先に確認させていただきます。



様式第１０号 

令和××年××月××日  

 

 （宛先）前橋市長 

 

申請者 住  所 前橋市大手町二丁目１２－１ 

申請者名 前 橋 太 郎 

 

消費税の課税区分についての届出書 

 

補助事業等により資産を取得する見込みの課税期間に係る消費税の課税区分につ

いて、下記のとおりとなる予定であるのでその旨届け出します。 

 

記 

 

１ 補助事業名等  事業年度 令和５年度 

           事 業 名 前橋市がんばる高齢農家営農継続支援事業補助金 

 

２ 課税区分等 
 

課 税 期 間 課  税  区  分 添      付   書   類 

令和５年１月１日 

      ～ 

令和５年12月31日 

 課 税 事 業 者    不要 

 簡易課税事業者  
直近の簡易課税事業者であることが確認できる 

書類の写 

 免 税 事 業 者 ○  
 

注１ 課税期間  個人事業者は、暦年(１月１日～１２月３１日)････ 申告は翌年の３月末まで。 
  

注２ 課税区分 ① 課 税 事 業 者：消費税法第９条第１項本文の規定により消費税を納める義務が 
免除されている事業者以外の者 

② 簡易課税事業者：課税事業者のうち、消費税法第３７条第１項前段の規定の適用 
を受けている事業者 

③ 免 税 事 業 者：消費税法第９条第１項本文の規定により消費税を納める義務が 

免除されている事業者 
 

注３ 本届により得た情報は、当該事業に係る消費税の課税区分の確認以外には使用しません。 

  


